
産業集積促進事業費

産業立地・経営支援課 H30予算
[債務負担行為額]

中小企業融資制度資金

産業立地・経営支援課 H30予算

信州地酒振興事業費

ものづくり振興課
日本酒・ワイン振興室

H30予算

しあわせバイ信州運動推進
事業費

産業政策課
産業戦略室

H30予算

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

県産日本酒・ワイン・シードル等の信州地酒の知名度アップと消費拡大につな
げるため、醸造技術の向上と発信力の強化を支援します。

　　 ・信州日本酒の醸造技術の指導体制強化
　 　・国際ワインコンクールへの出品支援
(新)・日本酒及びシードルのブックレット作成

*国際ワインコンクール入賞数：３件（2018年度）

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業、地方創生推進交付金活用事業）

49,856 H29当初 53,985

県内における雇用確保及び地域経済の活性化を図るため、首都圏でのフォー
ラム開催による情報発信や各種助成制度などにより、県内への企業立地を促
進します。

（新）・「信州ビジネスフォーラムin東京（仮称）」の開催
　　　・新規立地企業の設備投資等に対する助成
　　　・本社等の移転に対する助成

*企業誘致件数：35件(2016年)→40件(2018年)

1,474,943 H29当初 1,577,568
[791,010]

6,9551,500 H29当初

産業労働部

[964,600]

県内の経済循環を高める取組として、県民が県産品を積極的に消費する機運
を醸成させる「しあわせバイ信州運動」が県内に広がるよう、県民や県内事業
者へ普及を図ります。

*商品購入の際、県産を意識する県民の割合：79.3%（2017年度）→80%（2018年度）

*全国新酒鑑評会金賞受賞数：13蔵（2018年度）

金融機関、長野県信用保証協会等と協調し、中小企業者に低利な資金をあっ
せんするとともに、信用保証料の一部を補助することにより、中小企業者の事
業活動に必要な資金を円滑に供給します。

（新）・信州創生推進資金（小規模企業向け）の新設
（拡）・信州創生推進資金における対象者の拡大、貸付金利の引下げ

*融資可能額：800億円(2017年度)→700億円(2018年度)

47,685,913 H29当初 56,870,827
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

国内外販路開拓推進事業
費

産業立地・経営支援課 H30予算

小規模事業・中小企業連携
組織支援事業費

産業政策課 H30予算

工科短期大学校・技術専門
校職業訓練事業費

人材育成課 H30予算

シューカツＮＡＧＡＮＯ学
生・企業応援プロジェクト事
業費

労働雇用課 H30予算 23,412 H29当初 25,375

地域での就職を促進するため、就職に必要な技能・知識等を習得するための
職業訓練を実施します。

　・新規学卒者・離転職者等対象の技術専門学校・工科短期大学校に
　　おける職業訓練
　・離転職者・障がい者対象の職業訓練を民間教育訓練機関に委託

*工科短期大学校就職率：100％(2018年度)
*技術専門校就職率：92.2％(2018年度)
*民間活用委託訓練就職率：76％(2018年度)
*障がい者民間活用委託訓練就職率：60％(2018年度)

新規学卒者の県内就職を促進するため、インターンシップマッチングフェアや
インターンシップ受入れに向けた企業向けセミナーを開催するとともに、就活
支援ポータルサイトの機能を強化し、学生と県内企業のマッチングを図ります。

（新）・インターンシップマッチングフェアの開催

*参加学生のうち県内企業へ就職した割合：60.4％(2016年度)→63.0％(2018年度)

942,578 H29当初 964,712

2,501,304 H29当初 2,501,610

小規模事業者の経営の改善発達を支援するとともに、中小企業者の事業活動
の共同化や経営基盤の強化を図ります。

　・事業主体　　商工会、商工会議所及び各連合会
                     長野県中小企業団体中央会
　・補助率　　　 10/10以内

*巡回・窓口相談回数：148,000回（2018年度）
*講習会等による指導回数：2,250回（2018年度）
*講習会等参加者数：36,000人（2018年度）

県内中小企業のマーケティング力の強化を図るため、市場ニーズの調査・分
析を実施するとともに、販路開拓や受発注取引の拡大に向けた取組を推進し
ます。

（新）・食品関連産業経営力アップ推進事業（経営力アップセミナー、ブラッ
        シュアップ商談会、展示会出展など一貫してサポート）
（新）・海外市場開拓に向けた調査・分析

*国内販路開拓商談件数：4,425件（2016年度）→4,900件(2018年度)
*海外販路開拓商談件数：481件（2016年度）→490件(2018年度)
*受発注取引斡旋紹介件数：1,295件（2016年度）→1,300件(2018年度)

133,260 H29当初 146,862
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

ジョブカフェ信州運営事業費

労働雇用課 H30予算

はたらく女性応援プロジェク
ト事業費

労働雇用課 H30予算

障がい者と企業の出会いの
場創出事業費

労働雇用課 H30予算 3,433 H29当初 3,495

35,889 H29当初 49,042

障がい者の就労を促進するため、事業所を対象とした障がい者雇用普及啓発
セミナーや、求職者と企業の出会いの場となる合同企業説明会を開催し、企
業による障がい者雇用を支援します。

*事業参加企業における新規雇用障がい者数：15人（2016年度）→30人(2018年度)

82,318 H29当初 72,004

女性の労働参加を促進するため、女性従業員を対象としたスキルアップセミ
ナーや正規雇用でのマッチング等を実施し、女性の就業継続や再就職を支
援します。

*子育て期女性の累計就職者数：933人（2016年度）→1,533人(2018年度)

若年未就業者の就職や非正規就労者の正社員としての就職に向け、ジョブカ
フェ信州において若者の能力や適性等に応じた個別相談やセミナーを開催
するとともに、職場実習等の研修プログラムを提供し、若者の雇用の安定と企
業の人材確保を支援します。

*ジョブカフェ信州利用者の就職率：69.0％（2016年度）→69.0％(2018年度)
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【新】

信州の木活用課
県産材利用推進室 H30予算

【新】

森林づくり推進課 H30予算

【新】

森林づくり推進課 H30予算

森林づくり推進課 H30予算

林業種苗生産拡大対策事
業費

伐採から植栽までを一貫して行うことで造林経費の低コスト化を図る取組（一貫
作業システム）を推進するため、採種園の新規造成・整備・更新により低コスト
苗木を安定供給するとともに、一貫作業システムの普及に必要なデータの収
集を進めます。

　　　１　林業種苗法に基づき指定された優良な母樹からの種子採取
（新）２　スギミニチュア採種園造成
　　　３　林業用苗木の生産基盤整備の支援
　　　４　一貫作業システムの普及に必要なデータの収集

　　　　　・事業主体　　県、長野県山林種苗協同組合
　　　　　・補助率　　 　1/2

*林業用苗木供給量：69万本(2016年度)→100万本(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

19,324 H29当初 18,926

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

20,700 H29当初 0

林務部

山地地盤変動モニタリング
事業費

山地災害による被害を防止・軽減するため、人工衛星の情報を活用し、県内
山間地の地盤変動を定期的かつ広域的に監視し、大規模山腹崩壊や地すべ
りの早期把握につなげます。

*治山事業により保全される集落数：47集落(2018年度)

松くい虫対策の見える化・
管理事業費

松くい虫被害の効果的な予防・駆除事業を実施するため、人工衛星の情報を
活用し、松くい虫被害拡大経過の把握や今後の拡大ルートの予測等の対策を
推進します。

*対策対象松林の被害発生面積：2013年度被害面積の70％以下(2018年度)

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

2,965 H29当初 0

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

信州産ペレット消費拡大事
業補助金

県内の未利用材の有効活用とエネルギーの地消地産を推進するため、個人
向けペレットストーブの設置支援を通じて県内産ペレットの消費拡大を促進し
ます。

　・事業主体　　市町村
　・補助率　　 　3/4

*木質バイオマス生産量：56千㎥(2016年度)→57千㎥(2018年度)

7,500 H29当初 0
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

森林づくり推進課
鳥獣対策・ジビエ振興室 H30予算

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

14,188 H29当初 12,733

信州ジビエ総合振興対策
事業費

野生鳥獣対策の一環として、捕獲した個体等を地域の有用な資源として活用
するため、民間との協働により信州ジビエのブランド力強化を目指して総合的
なジビエ振興を図ります。

　　　・サプライチェーン体制の構築
　　　・ＰＲ活動の実施や飲食店と処理施設のマッチングによる供給モデル
　　　　の構築

*県内の鹿肉生産・出荷量：26トン(2016年度)→32トン(2021年度)
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大規模災害等
危機管理対策事業費

警察本部会計課 H30予算
[債務負担行為額]

犯罪抑止対策強化事業費

警察本部会計課 H30予算

警察本部

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

地震や集中豪雨等の自然災害や山岳遭難事故の発生に際し、県民の生命と
財産を守るための危機管理対策を強化します。

　　　・総合指揮システムの高度化
（新）・航空機安全運航能力強化

72,595 H29当初 30,285
[195,000]

安全で安心な社会をつくるため、子ども、女性、高齢者等の県民が被害者とな
る犯罪の抑止対策を強化します。

（新）・特殊詐欺被害防止活性化
　　　・子ども安全総合対策
　　　・街頭防犯カメラ設置促進事業

*犯罪（刑法犯）の発生件数：10,000件未満(2018年)

31,982 H29当初 24,007
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教学指導課
全国高等学校総合文化祭推進室 H30予算

【新】

 学校の割合（配置校）：80％(2018年度)

義務教育課 H30予算

【新】

スポーツ課 H30予算

スクールカウンセラー事業費

心の支援課 H30予算

スクールソーシャルワーカー
活用事業費

（一部　ふるさと信州寄附金基金活用事業）

心の支援課 H30予算

いじめ、不登校、暴力行為などの背景にある家庭的な問題に対応するため、
社会福祉や精神保健福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーを配置
し、地域や専門機関等と連携して困難を抱える児童生徒を取り巻く環境を改
善します。

*SSWを介した関係機関との連携数：926件(2016年度)→1,200件(2018年度)

79,049 H29当初 62,553

児童生徒が安心して学校生活を送り、学習に取り組めるよう、児童生徒の悩み
に適切かつ迅速に対応できるスクールカウンセラー（臨床心理士等）を配置
し、学校内の相談体制を充実します。

170,598 H29当初 148,755

*部活動指導員配置数：０人(2016年度)→109人(2018年度)

24,416 H29当初 0

71,808 H29当初 0

*１か月の時間外勤務時間が１人当たり45時間以下または前年度比10％以上減の

第42回全国高等学校総合
文化祭開催事業費

芸術文化活動による全国的・国際的規模での交流を通じ、県内高校生の主体
性・多様性・協調性を育むため、平成30年８月、第42回全国高等学校総合文
化祭（2018信州総文祭）を開催します。

*全国大会・ブロック大会出場文化系クラブ数：19(2017年度)→19(2018年度)

247,128 H29当初 81,154

部活動指導員任用事業補
助金

運動部活動の充実と教員の運動部活動指導の負担軽減を図るため、公立中
学校への部活動指導員の配置を支援します。

　・事業主体　　市町村
　・補助率　　　　２／３

教育委員会

「チームとしての学校」
スクール・サポート・スタッフ
配置事業費

教員の業務負担軽減を図り、児童生徒への指導や教材研究等に注力できる
体制を作るため、授業以外の諸業務を補助的に行うサポート・スタッフを一定
規模以上の小中学校に配置します。

　・スクール・サポート・スタッフの配置

　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）
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　　　　　　　　事　業　名 事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

特別支援学校就労支援総
合事業費

特別支援教育課 H30予算

県立歴史館事業費

文化財・生涯学習課 H30予算

県立武道館建設事業費

スポーツ課 H30予算 1,168,392 H29当初 137,200

県内の武道振興の中核的拠点となる県立武道館を建設します。

　・場　　　所　佐久市
　・施設規模　延床面積　11,600㎡
　　　　　　　　　建築面積　10,400㎡

*2019年度供用開始

県立歴史館を「来館型」から「地域貢献型」の歴史館へ転換するため、歴史を
学ぶことから未来を考える地域活動の支援や地域活性化に活きる情報発信、
地域課題を捉えた調査研究等に取り組みます。

　・来館機会が少ない地域で歴史の魅力を伝える「お出かけ歴史館」を実施
　・信州の歴史をわかりやすく伝える「歴史館版信州学ブックレット」を刊行
　・地域の「人」にスポットライトを当てた企画展を開催

245,477 H29当初 178,523

就職率の向上と卒業後の社会自立・社会参加を促進するため、特別支援学校
高等部の就労支援体制を充実します。

（拡）・特別支援学校における技能検定の実施校　４校→11校
（拡）・就労コーディネーターの増員　４人→５人

*一般企業で実習した生徒の一般就労割合：62.1％(2015年度)→72.0％(2018年度)

21,280 H29当初 15,873
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